
法政理論第39巻第1号〔2006年）　　　　　　　　　　　ユ11

水俣病関西訴訟

－2004（平成16）年10月15日最高裁第

二小法廷判決、判例時報1876号3頁－

神戸秀彦

1　国が水俣病による健康被害の拡大防止のためにいわゆる水質

二法に基づく規制権限を行使Lなかったことが国家賠償法1尭

1項の適用上違法となるとされた事例

2　熊本県が水俣病による健康被害の拡大防止のために同県の漁

業調整規則に基づく規制権限を行使Lなかったことが国家賠償

法1尭1項の適用上違法となるとされた事例

3　水俣病による健康被害につき加害行為の終了から相当期間を

経過した時が民法724集線段所定の除斥期間の起算点となるとさ

れた事例（水俣病関西訴訟上告審判決〕

2004＜平成16＞年10月15日最高裁第二小法廷判決、判例時報1呂76号3頁

【事案の概要】

1．本件訴訟の経緯

〔1）訴訟の発端

Ⅹら〔患者59名〕は、かつて水俣清周辺地域に居住L、水俣清文はその

周辺海域の魚介類を摂取L、その後関西方面に移住Lた水俣病患者〔生存

患者44名）またはその承継人（死亡患者15名の相続人呂2名＜同相続人中7

名＝患者＞、以上一審段階の数）である。Ⅹらは、水俣清文はその周辺海
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域 の魚介類を摂取し､ メ チ ル水銀が体内に蓄積された こ と に よる水俣病で

あるが ､ Y l ( チ ッ ソ 株式会社) が メ チ ル水銀を含む排水を排出したとし

て ､ 民法7 09 条 の 不法行為に基 づき ､ Y l に対 し､ 損害賠償を請求した ｡

また ､ Ⅹ ら は ､ 水俣病の発生及び被害拡大の 防止 の た め に規制権限を行使

する こ とを怠 っ た こ と に つ き ､ 国家賠償法 1 条1 項 に基 づく損害賠償責任

を負うと主張して ､ Y 2 ( 国) と Y 3 (熊本県) に対しても ､ 損害賠償を

請求した ｡

(2) 1 審 ･ 2 審判決と上告

これ に対 し ､ 1 審判決(水俣病関西訴訟地裁判決< 大阪地判19 9 4 < 平 6 >

･

7
･ 1 1 > ､ 判例時報1506 ･

5 ) は ､ Ⅹ ら ( 患者59 名) のうち患者42 名 に

つ い て は ､ Y l - の 請求の みを (
一

部) 認容し ､ その他 の患者17 名に つ い

て は ､ Y l へ の 請求も棄却する
一

方､ Y 2 ( 国) と Y 3 ( 熊本県) へ の請

求もす べ て棄却した の で ､ Ⅹ ら (患者 1 名を除く) と Y l が控訴した ｡ 控

訴審判決(水俣病関西訴訟控訴審判決 < 大阪高判20 0 1 < 平13 > ･ 4 ･ 2 7 > ､

判例時報17 6 1 ･ 3 ) は ､ Ⅹ ら (患者58 名) の うち患者7 名に つ い て は ､ 水

俣病と認め られな い と して請求棄却と し､ ま た ､ 患者7 名 に つ い て は ､ 除

斥期間が経過 したとして請求棄却とした ( 患者1 名が重複 の た め ､ 合計13

名が請求棄却) ｡ こ れ に対 し､ Y 2 ･ Y 3 は ､ 上 記請求が認容された Ⅹ ら

患者4 5名 に村し上告受理申立てを ､ ま た ､ 同患者4 5名中8 名に村し上告を

した ｡ また ､ 上 記請求が棄却された Ⅹ ら患者8 名は ､ 水俣病と認められな

い と した点に違法があ る と して ､ Y l に 村し上告 ( 又 はそ の受理申立) を

し ､ Ⅹ ら のうち患者6 名は ､ Y 2 ･ Y 3 の 上告に村し ､ 食品衛生法 ･ 行政

指導等に関する判断に誤りがあると して ､ 附帯上告( 及 びそ の受理申立て)

を した ｡ なお ､ 上 記患者8 名が Y l に 対 し上告 ( 又 はそ の受理申立) をし

た件に つ い て は ､ 上告棄却 ･ 上告不受理とされ ､ Y l と の 関係で は本件訴

訟は終了し､ Y 2 ･

Y 3 と の 間で の訴訟の み が残 っ た の で あ る ｡
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2
. 本件判決 の確定した ｢ 事実関係｣

本件上告審判決が ､ 原判決が ｢ 適法に確定した｣ とす る事実関係は簡潔

であり ､ よ っ て ､ す べ て の事実が網羅され て い る わけで はな い ( たとえば ､

食品衛生法の 通用の 可 否と の 関係で 重要な厚生省回答 ｢水俣地方 に発生 した原因不

明 の 中枢神経系疾患 に ともなう行政措置 に つ い て｣ < 昭和32 ･ 9 ･ 1 1 衛発5 9 0 号 >

な どは出 て 来ない) が ､ 比較的よく整理され て おり ､ ほ ぼ そのまま以下 の括

弧内に掲載する こ と とする ｡ 次の 通りであ る ｡

｢(1) 水俣病は ､ 水俣湾又はそ の周辺海域 の魚介類を多量に摂取した こ と

に よ っ て 起 こる中毒性中枢神経疾患である ｡ そ の 主要な症状と して は ､ 感

覚障害､ 運動失調 ､ 求心性視野狭さく ､ 聴力障害､ 言語障害等がある ｡ 個 々

の患者に は重症例から軽症例まで多様な形態がみられ ､ 症状が重篤なとき

は ､ 死亡する に至る ｡ 水俣病 の原因物質は ､ 有機水銀化合物の 一 種で ある

メ チ ル水銀化合物であり ､ こ れ は ､ チ ッ ソ 株式会社 ( 昭和4 0 年に商号を変

更する前の 商号は ､ 新 日本窒素肥料株式会社 ｡ 以下 ､ ｢ チ ッ ソ｣ < Y l -

神戸 ､ 以下 同様 > と い う ｡) 水俣工場 の ア セ ト ア ル デ ヒ ド製造施設内で生

成され ､ 同工 場 の排水に含まれ て 工場外に洗出したも の であ っ た ｡ 水俣病

は ､ こ の メ チ ル水銀化合物が ､ 魚介類 の体内に蓄積され ､ そ の 魚介類を多

量に摂取した者 の体内に取り込まれ ､ 大脳 ､ 小脳等 に蓄積し､ 神経細胞に

障害を与える こ と に よ っ て 引き起 こ さ れ た疾病である ｡

( 2) 本件患者< Ⅹ -

神戸 ､ 以下同様 > らは ､ か つ て水俣湾周辺地域 に居

住し ､ 水俣湾又 はその周辺海域 の 魚介類を摂取して い た ｡ Ⅹ らのうち 8 名

(神戸
一 息者番号等は略) は昭和3 4 年12 月末ま で に ､ それ以外 の者は昭和

35 年1 月以降に関西方面に転居 した ｡

(3) 昭和3 1 年5 月 1 日 ､ チ ッ ソ水俣工場附属病院 の.医師が ､ 水俣保健所

に村 し ､ 水俣市内にお い て 脳症状を呈する原因不明 の患者が発生した旨の

報告をした ｡ 公 的機関が水俣病 の存在を認識 したの は こ れ が初め て であ

り ､
こ の 時が水俣病の ｢ 公式発見｣ と呼ばれ る ｡ こ の報告を受けた水俣保

健所等が調査をしたと こ ろ ､ 昭和28 年こ ろ から同様 の症状を呈する患者が
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発生して い た こ と ､ 昭和32 年1 月 の時点で54 名の患者が発生し ､ うち17名

が死亡して い た ことが判明した ｡

(4) 水俣病の原因に つ い て は ､ 上記公式発見以降､ 水俣保健所 ､ 熊本大

学医学部の水俣病医学研究班 ( 以下 ｢熊大研究班｣ と いう ｡) ､ 厚生省 (以

下 ､ 省庁名､ 官職名等は ､ い ずれも当時のも の であ る ｡) の 厚生科学研究

班等に より ､ 調査 や研究が行われた ｡ 原因究明は困難を極めたが ､ 昭和3 1

年11 月 開催 の熊大研究班 の研究報告会にお い て魚介類と の 関係が
一

応疑わ

れると の報告がされ ､ 昭和3 2 年1 月 開催の国立公衆衛生院で の 上告人国<

Y 2
一

神戸 ､ 以 下同様> ､ 上告人県< Y 3
-

神戸 ､ 以下同様 > の 関係者も

参加した合同研究発表会にお い て魚介類 の摂取が原因であると の
一 応 の結

論に達した ｡ Y 3 は ､ 水俣市の住民に対して水俣湾の魚介類を摂取しな い

よう に呼び掛けるととも に ､ 湾内で の漁業を自粛するよう ､ 地元 の漁業協

同組合に申し入れ た ｡ こ の ような行政指導 の結果 ､ 昭和3 1 年12月以降､ し

ばらく の 間は ､ 新 たな患者の発生がみ られなくな っ た ｡

昭和3 2 年7 月開催の厚生科学研究班の研究報告会にお い て ､ 水俣病は ､

感染症 で はなく ､ 中毒症 であり ､ 何らか の化学物質によ っ て 汚染された魚

介類を多量に摂取する こ と に よ っ て 発症す るも の である と の 結論が示され

たが ､ 原 因物質が何 であ る か は不明の まま であり､ 当時は ､ マ ン ガ ン ､ タ

リウ ム ､ セ レ ン等 の物質が疑われ て い た ｡

昭和33 年6 月開催 の参議院社会労働委員会にお い て ､ 厚生省環境衛生部

長は ､ 水俣病の原因物質は水俣市 の肥料工場から流失したと推定されると

の発言をした ｡ また ､ 同年7 月 ､ 同省公衆衛生局長は ､ 関係省庁及び Y 3

に対 して発 した文書に より ､ 水俣病はある種の化学毒物によ っ て有毒化さ

れた魚介類を多量 に摂取する こ と に よ っ て発症す るも の であり ､ 肥料工場

の廃棄物によ っ て魚介類が有毒化されると推定した上 で ､ 水俣病の村策に

つ い て
一

層効率的な措置を講ずる こ とを要望した ｡ 他方､ 通商産業省 ( 以

下 ｢ 通産省｣ と いう ｡) 軽工業局長は ､ 同年9 月 こ ろ ､ 厚生省 に村 し､ 水

俣病の原因が確定し て い な い 現段階 に お い て 断定的な見解を述 べ る こ とが
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な い よう申し入れた ｡

(5) 昭和33 年8 月 ､ 新たな水俣病患者の発生が確認された ｡ こ の患者は ､

水俣湾の魚介類を自ら捕獲して ､ 多量 に摂取したも の で あ っ た ｡ Y 3 は ､

水俣湾の魚介類を摂取しな い こ とを周知徹底さ せ る べ く ､ 住民 に対 して改

め て広報活動を行うととも に ､ 地元の 漁業協同組合に対し漁業を自粛する

よう申し入れた ｡

(6) 昭和33 年9 月 ､ チ ッ ソ は ､ ア セ ト ア ル デ ヒ ド製造施設から の排水の

放出経路を､ 水俣湾内にある百聞港か ら湾外 の水俣川河口付近 へ と変更し

た ｡ その結果 ､ 昭和34 年3 月以降､ 水俣湾外の海域で漁獲された魚介類を

多食して い た者 に つ い て も水俣病の発症が確認され ､ 湾外の魚介類も危険

視される こ ととな っ た ｡

(7) 昭和3 4 年3 月刊行の熊大研究班 の報告書に ､ 水俣病の症状が有機水

銀中毒の症状 ( い わ ゆ る ハ ン タ
ー

･ ラ ッ セ ル 症候群) と
一

致する旨を述 べ

た論文が掲載された ｡ 熊大研究班は ､ そ の後も調査研究を続け､ 同年7 月

2 2 日 に開催された研究報告会にお い て ､ 水俣病は現地 の魚介類を摂取する

こ と に よ っ て引き起 こ さ れる神経系疾患であり ､ 魚介類を汚染する毒物と

して は水銀が極め て注目され る に至 っ たと発表した ｡

また ､ 厚生大臣の諮問機関であ る食品衛生調査会の特別部会と して 昭和

3 4 年 1 月 に発足 した水俣食中毒部会は ､ 同年10 月 6 日 ､ 水俣病は有機水銀

中毒症に酷似 して おり ､ そ の 原因物質として は水銀が最も重要視され る と

の 中間報告を行 っ た ｡ 同年11 月12 日 ､ 食品衛生調査会は ､ この 中間報告に

基 づ い て ､ 水俣病の主因を成すもの はある種 の有機水銀化合物であると の

結論を出し､ 厚生大臣に村して その旨を答申した ｡ 水俣食中毒部会は ､ こ

の 答申に よりそ の 目的を達したと して ､ そ の こ ろ 解散した ｡ その後 ､ 水俣

病の原因 に つ い て の 総合的な調査研究は ､ 経済企画庁が中心となり ､ 厚生

省､ 通産省及び水産庁が分担して行うも の とさ れ た ｡

なお ､ 昭和34 年10 月 こ ろ ､ チ ッ ソ 水俣工場附属病院 の 医師が行 っ た実験

により ､ チ ッ ソ水俣工場 の ア セ トア ル デ ヒ ド製造施設の排水を経口投与し
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たネ コ に水俣病と同様 の症状が現れ る ことが認められた ｡ と こ ろ が ､ チ ッ

ソ は ､ 実験の続行を中止し､ こ の実験結果を公表しなか っ た ｡

(8) Y 2 ･ Y 3 が把握して い た昭和3 4 年8 月現在の水俣病患者の発生状

況は ､ 患者数7 1名 ､ 死亡者28 名 であ っ た ｡ 通産省は ､ そ の こ ろ ､ 水俣病が現

地にお い て極め て深刻な問題とな っ て い る状況にか ん がみ ､ チ ッ ソ 水俣工

場に対し､ 口頭 で ､ 水俣川河口 - の排水路を廃止する こ と ､ 排水処理装置

の完備を急ぐこと ､ 原因究明 の た めの調査 に十分協力する こ とを求める行

政指導を行 っ た ｡ ま た ､ 通産省は ､ 同年10月末か ら11 月 に かけて ､ 厚生省

公衆衛生局長､ 水産庁長官等から､ チ ッ ソ 水俣工場 の排水に対して適切な

処置を至急講ずるよう求め る旨の要望を受けた の で ､ チ ッ ソ の 社長あて に

文書を送付して ､
一

刻も早く排水処理施設を完備する こ とな どを求めた ｡

昭和3 4 年12 月 ､ サイ ク レ ー

タ
ー

､
セ デ イ フ ロ

ー

タ
- を主体とする排水浄

化装置がチ ッ ソ水俣工場に設置された ｡ チ ッ ソ は ､ こ れ に よ っ て 工 場排水

が浄化され る旨を強調 したが ､ こ の 装置は水銀の 除去を目的とするも の で

はなか っ た ｡ その こ と は ､ 多少 の化学知識 のある者が ､ 上記装置の設計図

等を見れば ､ 容易 に知る こ とが できた ｡

(9) 昭和34 年12 月 ､ 熊本県知事らの あ っ せ ん により ､ チ ッ ソ と熊本県漁

業協同組合連合会と の 間に漁業補償に関する契約が ､ 水俣病患者家庭互助

会との 間に見舞金の支払に関する契約が ､ それぞれ締結された ｡

(10) 昭和34 年当時の 給水銀 (有機水銀化合物に加え ､ 金属水銀 ､ 無機水

銀化合物を含むもの) の 一

般的な定量分析技術 にお い て は ､ 0 . 0 1 p p m が

定量分析の 限界であ る と さ れ て い た が ､ 工 業技術院東京工業試験所は ､ 同

年1 1月 下旬 こ ろ に は､ 独自に 工夫した方法によ っ て 給水銀に つ い て0 . 00 1

p p m レ ベ ル ま で定量分析し得る技術 を有し て い た ｡ 同試験所 は ､ そ の こ

ろ か ら昭和3 5 年8 月ま で の 間､ 通産省の依頼を受けて ､ チ ッ ソ 水俣工場 の

排水中の給水銀を定量分析し ､ 0 . 0 0 2 - 0 . 0 8 4 p p m の 給水銀が検出さ れた

との検査結果を報告した ｡

(ll) Y 2 ･ Y 3 は ､ 遅く とも昭和3 4 年11 月末こ ろま で に は ､ 水俣病の原
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因物質がある種の有機水銀化合物であ る こ と ､ そ の排出源がチ ッ ソ水俣工

場の ア セ トア ル デ ヒ ド製造施設であ る こ とを高度の が い 然性をも っ て 認識

し得る状況 にあ っ た ｡ ま た ､ Y 2 ･ Y 3 に お い て ､ その こ ろ ま で に は ､ チ

ッ ソ水俣工場の排水に微量 の水銀が含まれ て い る こ と に つ い て の 定量分析

は可能であ っ た し ､ チ ッ ソ が整備した上記排水浄化施設が水銀 の 除去を目

的としたも の で はなか っ た こ とも容易に知る こ とが で きた ｡

(12) 昭和43 年5 月 ､ チ ッ ソ は ､ 水俣工場Lこお け る ア セ トア ル デ ヒ ドの 製

造を取りやめた ｡ こ れ に より ､ 同工場からメ チ ル水銀化合物が排出され る

こ と はなくな っ た ｡ 同年9 月 ､ Y 2 は ､ 水俣病はチ ッ ソ水俣工場 の ア セ ト

ア ル デ ヒ ド製造施設内で生成された メ チ ル水銀化合物が原因で発生 したも

の で ある旨の政府見解を発表した ｡ 昭和44 年､ 水俣湾及びその周辺海域に

つ い て ､ 後述する水質二法に基 づく指定水域 の指定等がされた ｡｣

【判旨】 原判決 一 部破棄 ･ 変更 ( - それ以外は原判決維持)

原判決のうち ､ Ⅹ ら患者4 5 名中の 8 名 ( - 生存患者本人と死亡患者の相

続人の合計10 名分) に つ い て ､ Y 2
･ Y 3 に対 して請求を認容した部分を

破棄し ､ ま た ､ 同 8 名 の控訴を棄却<
一 部相続人分を除く >) した が ､ 原

判決の それ以外 の部分は維持した

( y 2 の 責任を認容した部分に 関して)

第三 四 ｢( 2) ( 略) 上告人国 (以下 ､ ｢ Y 2 ｣ とする
-

神戸) の責任に

らい て は､ 次の とおりであ る .

ア 水質二法(水質保全法 ･ 工 場排水規制法一神戸) 所定 の前記規制は ､

(∋特定の公共用水域 の水質 の汚濁が原因とな っ て ､ 関係産業に相当 の損害

が生じたり ､ 公衆衛生上看過し難い 影響が生じたり したとき ､ 又 はそれら

の おそれがあるとき に ､ 当該水域を指定水域 に指定し､ こ の 指定水域に係

る水質基準 (特定施設を設置する工場等から指定水域 に排出される水の汚
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濁 の許容限度) を定め る こ と ､ 汚水等を排出する施設を特定施設として政

令で定め る こ と と い っ た水質二法所定の 手続が執られた ことを前提と し

て ､ ②主務大臣が ､ 工場排水規制法7 条 ､ 1 2 条に基 づき ､ 特定施設から排

出される 工場排水等 の水質が当該指定水域に係 る水質基準に適合しな い と

き に ､ そ の水質を保全するため ､ 工場排水に つ い て の 処理方法 の改善､ 当

該特定施設の使用 の
一

時停止その他必要な措置を命ずる等の規制権限を行

使するも の である ｡ そ して ､ こ の 権限は ､ 当該水域 の水質の悪イヒにかかわ

りの ある周辺住民の生命､ 健康の保護をそ の主要な目的の 一 つ と して ､ 適

時に か つ 適切 に行使され る べ きも の である ｡

イ 前記の事実関係によれば､ 昭和3 4 年11 月末の 時点で ､ (丑昭和3 1 年5

月 1 日 の水俣病の公式発見から起算し ても既に約3 年半が経過 して おり ､

その 間 ､ 水俣湾又はその周辺海域の魚介類を摂取する住民の 生命､ 健康等

に対する深刻か つ 重大な被害が生 じ得る状況が継続して い たの であ っ て ､

Y 2 は ､ 現 に多数の水俣痛患者が発生 し ､ 死亡者も相当数に上 っ て い る こ

とを認識 して い た こ と ､ ②Y 2 にお い て は ､ 水俣病の原因物質がある種の

有機水銀化合物であり ､
.
そ の 排出源がチ ッ ソ水俣工場 の ア セ トア ル デ ヒ ド

製造施設であ る こ とを高度 の が い 然性をも っ て 認識し得る状況 にあ っ た こ

と ､ ③ Y 2 にと っ て ､ チ ッ ソ水俣工場 の排水に微量 の水銀が含まれ て い る

こ と に つ い て の定量分析をする こ と は可能であ っ た こ と と い っ た事情を認

めろこ とが でき る ｡ なお ､ チ ッ ソ が 昭和34 年12 月 に整備した前記排水浄化

装置が水銀の 除去を目的としたも の で はなか っ た こ とを容易に知り得た こ

とも ､ 前記認定の とおり である ｡ そうすると ､ 同年11 月末の時点にお い て ､

水俣湾及びそ の周辺海域を指定水域 に指定する こ と ､ 当該指定水域に排出

され る 工場排水か ら水銀又はそ の 化合物が検出されな い と いう水質基準を

定める こと ､ ア セ トア ル デ ヒ ド製造施設を特定施設に定め る こ と と いう上

記規制権限を行使する ため に必要な水質二法所定の手続を直ち に執る こ と

が可能であり ､ また ､ そうす べ き状況 にあ っ たも の と い わ かナればならな

い
｡ そ して ､ こ の手続に要する期間を考慮に入れ て も､ 同年12 月末には ､
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主務大臣と して定められる べ き通商産業大臣にお い て ､ 上記規制権限を行

使して ､ チ ッ ソ に対し水俣工場の ア セ トア ル デ ヒ ド製造施設から の 工場排

水に つ い て の 処理方法 の改善､ 当該施設 の使用 の
一

時停止その他必要な措

置を執る こ とを命ずる こ と が可能であり ､ しかも ､ 水俣病に よ る健康被害

の深刻さ に か んが み る と ､ 直ち に こ の権限を行使す べ き状i即こあ っ た と認

め る の が相当であ る ｡ ま た ､ こ の 時点で上記規制権限が行便され て い れば ､

そ れ以降の水俣病 の被害拡大を防ぐこ とが できた こ と ､ と こ ろ が ､ 実際に

は ､ そ の行使がされなか っ た ため に ､ 被害が拡大する結果とな っ た こ とも

明らか である ｡

り 本件における以上 の 諸事情を総合する と ､ 昭和3 5 年 1 月 以降､ 水質

二法に基 づく上記規制権限を行使しなか っ た こ と は ､ 上記規制権限を定め

た水質二法の趣旨､ 目 的や ､ その権限の性質等に照ら し､ 著しく合理性を

欠くもの であ っ て ､ 国家賠償法 1 条1 項 の適用上違法と いう べ きで ある ｡

した が っ て ､ 同項 に よ る Y 2 の 損害賠償責任を認めた原審の判断は ､ 正当

と して是認す る こ と が でき る ｡ こ の 点に関する Y 2 の 論旨は採用する こ と

が できな い ｡｣

( y 3 の 責任を認容した部分 に関して)

第三 四 ｢(3) 次 に ､ 上 告人県 (以下 ､ ｢ Y 3 ｣ とす る 一神戸) の 責佳

につ い て み る と ､ 以上説示したと こ ろ に よ れば､ 前記事実関係の下にお い

て ､ 熊本県知事は ､ 水俣病にかかわ る前記諸事情に つ い て Y 2 と 同様 の認

識を有し ､ 又 は有し得る状況 にあ っ た の で あり､ 同知事に は ､ 昭和3 4 年12

月末まで に県漁業調整規則3 2 条に基 づく規制権限を行使す べ き作為義務が

あり ､ 昭和3 5 年 1 月 以降､ こ の 権限を行使しなか っ た こ と が著しく合理性

を欠くも の で ある と し て ､ Y 3 が国家賠償法1 条 1 項に よ る損害賠償責任

を負うとした原審の 判断は ､ 同規則が ､ 水産動植物 の繁殖保護等を直接の

目的とするも の で はあるが ､ それを摂取する者の健康 の保持等をもその究

極の 目的とするも の である と解される こ と か らすれば ､ 是認する こ と が で

き る ｡ この 点に関する Y 3 の 論旨を採用する こ と は できな い ｡｣
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( x ら の うち ､ 原判決通り , 7 名に つ き除斥期間が経過したと した部分に

関･して)

第四 二
■
｢(1) 民法724 条後段所定の 除斥期間は ､ ｢ 不法行為ノ時 ヨ リ ニ

十年｣ と規定され て おり ､ 加害行為が行われた時に損害が発生する不法行

為の場合に は ､ 加害行為の時がそ の起算点となると考えられる ｡ しか し ､

身体 に蓄積する物質が原因で人 の健康が害される こ と に よ る損害や ､
一

定

の 潜伏期間が経過 した後に症状が現れる疾病に よ る損害の よう に ､ 当該不

法行為に より発生する損害の性質上 ､ 加害行為が終了し て から相当 の期間

が経過 した後に損害が発生する場合 に は ､ 当該損害の全部又は
一

部が発生

した時が除斥期間の起算点となる と解する の が相当であ る ｡ こ の ような場

合に損害の発生を待たずに除斥期間が進行する こ とを認め る こ と は ､ 被害

者にと っ て著しく酷であ るだけでなく ､ 加害者としても ､ 自己の行為によ

り生 じ得る損害の性質か らみ て ､ 相当 の期間が経過 した後に損害が発坐

し ､ 被害者から損害賠償の請求を受ける こ と があ る こ とを予期す べ きであ

る と考えられるから である ｡ 原審の判断は ､ 以上 の 趣旨をいうもの と して ､

是認する こ と が でき る ｡ ( 上 告人ら< 以下 ､ Y 2 ･ Y 3 > の 一 神戸) 論旨

は採用する こ と が できな い ｡

(2) 上 記見解に立 っ て本件をみると ､ 本件患者の それぞれが水俣湾周辺

地域7) ､ ら他 の 地域 へ 転居 した時点が各自に つ い て の 加害行為の 終了した時

であるが ､ 水俣病患者の中 に は ､ 潜伏期間 の ある い わ ゆる遅発性水俣病が

存在する こ と ､ 遅発性水俣病の患者にお い て は ､ 水俣湾又はその周辺海域

の魚介類 の摂取を中止 して か ら 4 年以内に水俣病の 症状が客観的に現れる

こ とな ど､ 原審の 認定した事実関係 の 下 で は ､ 上記転居から遅くとも4 年

を経過 した時点が本件における 除斥期間 の起算点となる と した原審の判断

も ､ 是認し得るも の と いう こ と が できる ｡ こ の 点に関する Y 2 ･ Y 3 の論

旨も採用する こ と が できな い ｡｣ ･

( X らの うち ､ 原判決が破棄され ､ 8 名 に つ き損害と の因果関係がな い と

した部分に 関して)
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第二 二 ｢ 前記 の事実関係 の下 に お い て ､ Y 2 ･ Y 3 が ､ 昭和3 5 年1 月

以降､ チ ッ ソ 水俣工場 の排水に関して規制権限を行使しなか っ た こ とが違

法であり ､ 上告人らは ､ 同月以降に水俣湾又はそ の周辺海域 の魚介類を摂

取して水俣病とな っ た者及び健康被害 の拡大があ っ た者 に村 して 国家賠償

法1 条1 項 に よ る損害賠償責任を負うと した原審 の判断は ､ 後述 の と お

り ､ 正当と して是認す る こ とが でき る ｡ そうす る と ､ 本件患者らのうち ､

昭和3 4 年1 2 月末以前に水俣湾周辺地域からそ の地域外 へ 転居 した者に つ い

て は ､ 水俣病とな っ た こ と に よ る損害を受けて い る と しても ､ Y 2 ･ Y 3

の 上記 の違法な不作為と損害との 問の因果関係を認める こ と は できな い ｡

と こ ろ が ､ 原審は ､ 本件患者ら のうち 8 名 ( 患者番号等は略一神戸) に つ

い て ､ 昭和3 4 年12 月末以前に水俣湾周辺地域か ら転居 したとの事実を認定

しながら ､ 上記 8 名 の本件患者に係る損害賠償請求を
一

部認容したも の で

あ っ て ､ 原判決に は ､ 上告人ら の 上記 の違法な不作為と損害と の 間 の因果

関係 の存否の判断 に つ き ､ 判決 に影響を及ぼすことが明らか な法令 の違反

があ る と い わ ざるを得な い ｡

した が っ て ､ 原判決のうち ､ 上記8 名 の本件患者ら又はその承継人(略)

の Y 2 ･ Y 3 に対する請求 ( 略) を認容した部分は ､ 破棄を免れ な い ｡｣

【研究】

( 1 ) 本判決の意義

既に本判決か ら 1 年半以上が経過 し､ また ､ 本判決に関する評釈
( 1 )
も多

数出て おり ､ さ ら に ､ 本判決 1 ･ 2 審判決や他 の
一 連 の水俣病関連判決に

つ い て の論文や評釈
( 2 )
も多数出て い る ｡ した が っ て ､ 今さ ら の感がなきに

しもあらずだが ､ 本判決後の 現実 の重さを考えると ､ 本判決の意義は決し

て失われず､ かえ っ て大きくなるばかり であり ､ ま た ､ 同時に ､ 他方で ､

本判決には無視できな い 問題もある と思われ ､ 筆をとる こ と に した ｡
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まず ､ 本判決の直接の 最大の意義は ､ 熊本水俣病事件における国と県の

責任に関す るもの である ｡ 本判決に至るま で の
一

連 の水俣病国賠訴訟の帰

趨を以下①
-

⑦ に示すが ､ こ れ ら の 訴訟 の動向が結着した こ とを示す ｡ つ

まり ､ 下 級審の(わ判決まで のうち ､ 国 と熊本県 (新潟県は(参事件の被告で

はな い) の責任の認否は ､ 認 ( - ○) 4 対否( - ×) 3 で あ っ た が､ 今回 ､

国と同県 の責任を最高裁が認めた ､ と い う こ と である ｡

(丑熊本水俣病第3 次訴訟第1 陣第1 審判決 ( 熊本地判19 8 7 < 昭62 > ･ 3

･ 3 0 ､ 判例時報123 5 号 3 ペ ー ジ ､ ○ ､ 以下｢ 熊本3 次1 陣判決｣ と いう)
(3 )

(参水俣病東京訴訟第 1 審判決 (東京地判19 9 2 < 平成 4 > ･ 2 ･ 7 ､ 判例

時報臨時増車り平成 4 年 4 月25 日号3 ペ ー ジ ､ × ､ 以下｢ 東京判決｣ と いう)
(4 )

③新潟水俣病第2 次訴訟第1 陣第 1 審判決 (新潟地判199 2 < 平成 4 > ･

3 ･ 3 1 ､ 判例時報142 2 号3 9 ペ ー ジ ､ × ､ 以下｢ 新潟2 次判決｣ と いう ､)
(5 )

④熊本水俣病第3 次訴訟第2 陣第 1 審判決 (熊本地判19 93 < 平成 5 > ･

3 ･ 2 5 ､ 判例時報145 5 号 3 ペ
ー ジ ､ ○ ､ 以下｢ 熊本3 次 2 陣判決｣ と いう)

(6 )

⑤水俣病京都訴訟第1 審判決 (京都地判199 3 < 平成 5 > ･ l l ･ 2 6 ､ 判例

時報14 76 号3 ペ
ー

ジ ､ ○ ､ 以下 ｢ 京都判決｣ と いう)
( 7 )

⑥水俣病関西訴訟第 1 審判決 (大阪地判199 4 < 平成 6 >
･

7
･ 1 1 ､ 判例

時報1506 号 5 ペ
ー ジ ､ × ､ 以下 ｢ 関西 1 審判決｣ と いう)

(う水俣病関西訴訟第2 審判決 (大阪高判20 0 1 < 平成13 > ･ 4 ･ 2 7 ､ 判例

時報176 1号3 ペ ー

ジ ､ ○ ､ 以下 ｢ 関西 2 審判決｣ と いう)

い うま でもな い こ と だが ､ 熊本水俣病の場合 ､ 1 9 9 6 年 5 月 に は ､ 水俣病

被害者 ･ 弁護団連絡会議とチ ッ ソ と の 間で和解が行なわれ ､ 水俣病患者救

済に関する協定 (( a) 1 人当り26 0 万円と患者5 団体加算金約50 万円支給､

(b)総合村策医療事業に よ る救済事業の実施 ､ ( c)政治的 ･ 道義的な ｢ 謝罪｣

の 意を含んだ首相 の 談話 の発表な どを含む) が締結され ､ 同連絡会議関係

の訴訟は ､ 新潟水俣病も含め て ､ す べ て取り下げられ た
( 8 )
｡ しか し､ 唯 一

､

こ の協定に参加しなか っ た原告に よ る本件訴訟が ､ (う判決後､ 最高裁まで

争われ たの であ る が ､ 上記 の協定は ､ 国 ･ 県の法的責任に つ い て 明確には
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触れ て い な い の で ､ 関係各方面に与える影響は大きなもの があ る と思われ

る ｡

そ して , 次に ､ 本判決は ､ 本件患者の 国家賠償請求権の 存否の前提とし

て ､ 何 をも っ て ｢ 水俣病｣ と いうか ､ と い う ｢ 病像論｣ に 関 して も､ 注目

さ れ るも の とな っ て い る ｡ つ まり ､ 本件 の提訴患者は ､ 全員 ､ 公害健康被

害補償法上 の認定制度の未認定患者で ある ｡ こう した未認定患者5 8名中5 1

名 に つ い て ､ 関西 2 審判決は ､ 現行基準 ( 認定には複数症状 の組合せを要

求する い わ ゆ る ｢52 年判断条件｣ - ｢ 後天性水俣病 の判断条件に つ い て｣

< 1 9 7 7 年 7 月 1 日環境庁企画調整局環境保健部長 > ) に よらず､ ｢ 二 点識

別感覚検査｣ の結果 に より つ つ ､ ｢ メ チ ル水銀中毒｣ で ある と判断した ｡

本判決は ､ こ の 関西 2 審判決を支持し､ 確定させ た ｡ しかも ､ 本判決で は ､

事実認定の 部分 で述 べ られて い る よう に ､ ｢ 水俣病は ､ 水俣湾又はそ の周

辺海域 の魚介類を多量に摂取した こ と に よ っ て起こ る中毒性中枢神経疾患

であ る ｡ そ の 主要な症状として は ､ 感覚障害､ 運動失調 ､ 求心性視野狭さ

く ､ 聴力障害､ 言語障害等がある ｡ 個々 の 患者に は重症例から軽症例まで

多様な形態がみられ ､ 症状 が重篤なときは ､ 死亡す る に至 る ｡｣ と さ れ ､

こ こ で は ｢ 軽症例｣ も含め て ､ ｢ 水俣病｣ と理解され て い る ｡ 確か に ､ 本

判決は ､ 提訴患者に 関する 国家賠償法上 の 責任 の 有無に関す る判断で あ

り､ 上 記 ｢5 2 年判断条件｣ 自体を変更する に は ､ 別途､ 取消訴訟等の行政

訴訟 の提訴を要する で あろう ｡ しか し､ 最高裁により同基準が否定された

こ とを重く見 て ､ 直ち に ､ 同基準 の見直しを行なうことが要請され て い る ､

と い え よう ｡

以下 に お い て は ､ 論点を国と熊本県 の責任論に絞 っ た上 ､ 上記 の(丑 - (ラ

判決と本判決を比較し つ つ ､ 第 1 に ､ 本判決の具体的な国と熊本県 の責任

論に つ い て ( 以下( 2 )) ､ 第 2 に ､ その 法理論的意義に つ い て論じ (以下

( 3 )) ､ 第 3 に ､ 本訴訟 のもう 1 つ の 大きな争点で あ る除斥期間に 関し て

論じる ( 以下( 4 )) こ と とする ｡
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( 2 ) 本判決の 国 ･ 県 の責任論

(7) 水質二法 ( 国に つ い て)

①
一

般的な規制権限

(1) 水質二法 (水質保全法 ･ 工場排水規制法) に よ る権限

本判決は ､ 同法の 目的は ､ ｢ 当該水域 の水質 の悪化にかか わり の ある周

辺住民 の 生命 ､ 健康の保護｣ だか ら ､ 同法にもと づく規制権限は有る ､ と

した ｡ つ まり ､ 本判決は ､ 同法は ､ ｢ 特定の公共用水域の水質の汚濁 が原

因とな っ て 関係産業に相当の損害が生 じたり ､ 公衆衛生上看過 し難い影響

が生 じたりしたとき ､ 又 はそれら の おそれ｣ があるとき ､ 主務大臣に ｢ 工

場排水に つ い て の 処理方法の改善､ 当該特定施設の使用 の
一

時停止その他

必要な措置を命ずる等の 規制権限｣ を付与して い る ､ とす る ｡ そして ､ ｢ こ

の権限は ､ 当該水域の水質の悪化にかかわり の ある周辺住民の生命 ､ 健康

の 保護をそ の主要な目的 の
一

つ と し て ､ 適時 に か つ 適切 に行使される べ

き｣ も の で あ る ､ と い う の で ある が ､ 誠 に妥当であろう ｡

と こ ろ で ､ 水質二法は ､ 元 来 ､ ｢ 産業の相互協和｣ 理念 のもと ､ ｢ 公 共用

水域 の水そ の も の に直接起因する公衆衛生上 の 問題｣ を対象とし､ 今回 の

ような ｢ 魚介類に起因する食中毒の 防止｣ ま で具体的な対象とせず､ 規制

権限をそもそも含ん でな い ､ と した判決 ( 関西1 審判決参照) もある ｡ しか

し ､ 本件が ､ 仮 に ｢ 魚介類 に起因する食中毒｣ だ と した ら ､ 公共用水域 に

生息する魚介類 へ の 影響は ､ ｢ 公衆衛生上 の 問題｣ で あ ろう ｡ ま た ､ 他 の

ど の判決で も ､ 結論はともかく ､ 水質二法が権限 の根拠となりうる こと自

体は否定され て おらず ( た とえ ば国 ･

県 の 責任 を否定 し た東京判 決参照) ､ そ

の意味で は ､ 関西 1 審判決 は や や特殊なも の に属する と い え よう ｡

(2) そ の 他 の 国 の 規制権限

そ の他 の 国の 規制権限に つ い て は ､ 本判決は ､ 何も述 べ て い な い が ､ 関

西 2 審判決の 判断 に従う趣旨で あろうと解される ｡ も っ とも ､ それま で の

下級審判決 の 中 で争点とな っ た の は広範であり ､ 食品衛生法 t 漁業法 ･ 水

産資源保護法 ･ 漁業調整規則 ･ 警察法 ･ 警察官職務執行法 ･ 行政指導が権
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限 と な る か否か ､ 等々 で あ っ た (特 に熊 本3 次 1 陣判決参照) ｡ そ こ で ､ 以

下 で は ､ 水質二法に つ い て ､ さ ら に詳細に ((7) ･ (参) ､ そ の 後に項を改め

て ､ 食品衛生法に つ い て ､ や や詳細 に ((J)) ､ 次 に ､ 熊本県 の 責任に つ い

て ((ウ)) ､ 最後に ､ 各種法令に基づく行政指導に つ い て 簡単に (( 1)) ､ 関西

2 審判決も含め た下級審判決を参照 しながら ､ 検討を加える こ と と しよ

う ｡

②規制権限行使の 要件充足性

本判決は ､ 水質二法 の権限行使には ､ 四要件 (指定水域 ･ 水質基準 ･ 特

定施設 ･ 主務大臣の指定) の 充足が必要で ある が ､ こ れ ら の 要件iま､ 本件

具体的状況下で は ､ 5 9 年1 1 月末に は充足させ る こ とが可能であり ､ また ､

その 義務があ っ た ､ と して い る ( ほ ぼ同様の 判決と して ､ 熊本 3 次 2 陣判決が

ある ｡ なお ､ 熊本 3 次 1 陣判決は ､ 要件充足性可 能性 を問題と せ ずに5 9 年11 月 頃に

要件充足義務 が発生 して い た とする ｡) ｡ そ の 理由を以下 3 つ に分け て検討し

て み よう ｡

(1) 原因物質と排出源 の ｢ 特定｣

まず､ 上記四要件指定の前提として ､ 原因物質と排出源が特定され て い

る こ とを要するか ､ で あ る が ､ 本判決は ､ 国 は ､ 5 9 年11 月末時点で ､ ｢ 高

度の が い 然性｣ をも っ て ､ 原因物質が｢ ある種の 有機水銀化合物｣ で あり ､

排出源が ｢ チ ッ ソ水俣工場｣ で ある ことを認識可能であ っ た こ と (同様の

判決と して ､ 京都判決 ･ 関西 2 審判決があ る ｡) ､ で ある ｡ 反対 に ､ こ れ ら の 要

件は ､ 59 年1 1 月 に は充足不可能であ っ た ､ とす る判決がある (東京判決 ･

新潟 2 次判決 ･ 関西 1 審判決が それ であ る ｡) ｡ そ の 理由は ､ 当時､ 原因物質は

未特定であ っ た こ と ､ 原 因物質の排出源も未特定であ っ た こ と ､ で ある( な

お
､ 東京判決 は ､ む しろ 排出源が特定され て い な い と し ､ 新潟 2 次判決は ､ 1 9 6 1 年

末段 階 で も熊 本水俣 病 に つ い て 原 因物質 ･ 排 出源 と も に未特定 で あ っ た と す

る ｡) ｡

しか し､ 19 5 9 年1 1 月末時点で ､ 公式発見から既に約3 年半が経過 し､ 国

は ､ ｢ 住民 の 生命 ､ 健康等に対する深刻か つ 重大な被害が生じ得る｣ し ､
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ま た ｢ 現 に多数の水俣病患者が発生し､ 死亡者も相当数に上 っ て い｣ た こ

とを認識して い た の で ある から ､ 本判決が妥当であ ろう ｡

(2) 原 因物質の ｢定量分析｣ と過剰規制

･ チ ッ ソ 水俣工場 の排水に つ い て の ｢ 定量分析｣ が ､ 給水銀と いう形で可

能であ っ た こ と ､ で あ る( 同様の 判決と して ､ 京都判決 ･

関西 2 審判決がある ｡) ｡

なお ､ 給水銀による規制は ､ 有機水銀以外の物質 (無機水銀) の 過剰規制

にな る か ､ との論点に は ､ 最高裁は直接触れ て い な い が ､ 重大な人体被害

の発生 の もと で は考慮されな い と考えられ (京都判決 ･ 熊本 3 次2 陣判決参

照｡ なお ､ 両判決とも水質保全法5 条 3 項 に 反 しな い とす る ｡) (
9 )
､ 最高裁判決

もそ の ような前提に立 っ て い る と思われ る ｡ 反村 に ､ 定量分析方法が未確

立であ っ た こ と ､ 有機水銀以外 の物質の 過剰規制は不当であ る ､ とする判

決 (東京判決 ･ 新潟第2 次判決 ･

関西 1 審判決 が そ れ で あ る ｡ 東京判 決 ･ 関西 1

審判決 は ､ ∫ I S 規格 < 限界
- 0 . 0 2 p p m 以 上 > に依拠 する な ら当時の 排出水 中か

ら給水銀 で も検出不可 とする ｡ なお ､ 新潟判決は ､ 19 6 1 年末段階 で も定量分析方法

は未確立 であ っ たとする ｡ ま た ､ 関西 1 審判決は ､ 過剰規制 は水質保全法5 条 3 項

に 反する とす る ｡) があり ､ 本判決など の 上記判決と好対照をなして い る ｡

しか し ､ 現 に
一

刻も猶予 の ならな い 重大な人体被害の発生を国が認識 し

て い た下 で ､ 1 9 5 9 年11月下旬時点まで に ､ 工 業技術院東京工業試験所によ

る給水銀の定量分析技術 の 開発がなされ ､ 0 . 0 0 1 p p m ま で 分析可能であ っ

たの であれば ､ それを用 い る べ きであり ､ ま た ､ 過剰規制にもならな い と

考える べ きであり ､ 本判決が妥当であ ろう ｡

な お ､ こ れ ら要件の 指定そのも の が ､ ｢ 高度 に専門的技術的事項｣ を含

む行政立法であり ､ 政令を制定しなく ても ､ 国賠法上違法で はな い ､ とす

る判決もある ( 関西 1 審判決参照) が ､ こ れ に 従う時は ､ 仮 に原因物質と発

生源が完全 に特定され ､ 定量分析方法が完全に確立しても ､ 政令の 制定義

務はな い 可能性を認める こ と にな る の で ､ なおさら妥当で はな い ｡

(3) 手続き の 実行時期

と こ ろ で ､ 全体として水質二 法で要求される手続きは ､ ( 調査水城 の 指
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走 - ) 調査基本計画 の立案 - 水質審議会 の議 - 決定 - 調査 - 指定水域 の指

定 ･ 水質基準の設定と い うも の であ っ た ｡ こ の 点 ､ 実際 に た ど っ た の は ､

5 9 年6 月 の水質審議会によ る 6 つ の 調査水域 の指定 - 60 年 2 月 の水俣清水

域 の追加指定 ( 調査水域) - 6 1 年 7 月 の 調査計画案公表の のち ､ 最終的に

は ､ 6 9 年 2 月 に水俣湾水域の指定 ･ 水質基準の 設定 ､ と い う経緯であ っ た ｡

本判決は ､ 以上 の 全 プロ セ ス を59 年1 1 月末ま で に行う義務があ っ た と した

が ､ 上記 の 認定事実 (特に59 年1 1 月 の ｢ 厚生省食品衛生調査会水俣食中毒

部会答申｣) か らすれば妥当で あ ろう｡ な お ､ 下級審判決で は ､ 59 年12 月

末ま で に作為義務が生 じた とす る も の (京都判決 は ､ 手続き に 1 ケ月 程度 あ

れ ば可能であ る ､ と し､ 関西 2 審判決は ､ 5 9 年11 月未こ ろ に は原因物質と排出源 に

つ い て高度の 蓋然性ある認識が可能で あ っ たとす る ｡) と59 年1 1月 こ ろ ま で に作

為義務が生 じたとするも の (熊本3 次 1 陣判決 ･ 熊本 3 次 2 陣判決) が ある ｡

た だ ､ 本判決は ､ 要件充足手続き の後 1 ケ 月後の59 年12 月末に は ､ 施設

使用 の
一

時停止な どの ｢ 諸権限を行使｣ する こ とが可能であり､ ま た ､ ｢ 直

ち に こ の権限を行使す べ き｣ で あ っ た ､ と して い る ｡ 従来 の 下級審判決は ､

い ずれも要件充足義務に つ い て の み判断して い る が ､ や はり ､ その後の権

限行使に つ い て も判断す べ きであり ､ 本判決は ､ 妥当で あろう ｡

(J) 食品衛生法 ( 国に つ い て)

(丑 関西 2 審判決の 判断

本判決は ､ 想定されうる各種の規制権限のうち ､ 水質二法に限定し (関

西2 審判決 ･ 京都判決 と同 じ) ､ 食品衛生法に つ い て は判断し て い な い ｡ し

か し ､ 原判決で ある関西 2 審判決に従う趣旨であ ろうから ､ 適用を否定し

た ( 関西 2 審判決 ･ 京都判決も同法の通用 を否定し た) と考えられる ｡ こ こ で

は
､ そ の 重要性 に鑑み て ､ 食品衛生法に絞り ､ 本判決が維持した関西 2 審

判決の内容を少しく見 て み た い ｡

まず､ 旧食品衛生法( 以下同じ) 第4.秦( 不衛生食品等 の販売禁止) は ､

｢ 有毒な ､ 又は有害な物質が含まれ ､ 又 は附着して い る｣ ( 同条2 号) 食

品は ､ ｢ こ れ を販売し( 不特定多数の 者に授与する販売以外の場合を含む｡
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以下同じ｡) 又 は販売 の用 に供する ために ､ 採取し ､ 製造し ､ 輸入 し ､ 加

工 し ､ 使用 し､ 調理 し､ 貯蔵し ､ 若 しくは陳列して はならな い｣ とする( そ

の 後､ 同条 は ､ 19 72 年に改正 され ､ そ れ以降は ､ ｢ 有毒な ､ 又は 有害な物質が含ま

れ ､ 又 は 附着｣ する 食品だけで なく､ ｢ これ ら の 疑 い があ る｣ 食品も禁止す る よう

にな っ た) ｡ こ の 規定を根拠に ､ 県知事が水俣湾内の特定区域 の魚介類が有

毒 ･ 有害物質に当該する ､ と の 告示が できるか ､ が 問題とな っ た ｡ こ れ に

対し ､ 関西 2 審判決は ､ 同法4 条は｢ 国 ･ 県に告知 ( マ マ) 義務を課した｣

も の で はな い からとし て ､ 告示をしなく ても違法で はな い ､ と した ｡

次に問題となる の は ､ 同法第17 条 ( 報告 ･ 臨検 ･ 検査 ･ 試験用 の収去)

と同法第2 2 条 ( 許可の取消 ･ 営業 の禁止停止) で ある ｡ 関西 2 審判決は ､

第1 7 条は ､ 国の 調査義務を定め る規定である ､ と し た上で ､ 既 に ｢ 有毒食

品｣ に該当して い たの で ､ 同法の義務違反はな い ､ と した ｡ ま た ､ 第22 条

に つ い て は ､ 同法は ､ 営業及び営業者に村する各種の 規制である とし､ 同

法2 条 8 項但書 (水産業における食品 の採取業は ｢営業｣ に含まれな い と

する規定) を参照 しつ つ ､ 漁民の自家摂取は対象外とする ｡ さら に ､ 規制

がされ ても自家摂取に は法的効果は及ばな い し ､ 規制 の有無と患者の発症

との因果関係がな い ､ と指摘し ､ 規 制をしなく て も違法で はな い (京都判

決も同趣旨で ある ｡) ､ と して い る ｡

(参 熊本 3 次 1 陣判決 ･ 同 2 陣判決の判断

イ也方で ､ 水質二法だけでなく ､ 食品衛生法にも規制権限があ る ､ と した

判決があ る ｡ 熊本3 次判決と熊本3 次2 陣判決がそれ である ｡ こ のうち ､

熊本3 次 1 陣判決は ､ 次 の よう に い う ｡ 国 ･ 県は ､ 5 7 年11 月 頃 に は ､ ｢ 水

俣湾 の魚介類は , 食品衛生法4 条2 号 の有毒な物質が含まれ て い る｣ もの

に該当した ､ した が っ て ､ 同法22 条 に より ､ ｢ 営業者｣ が ｢ 販売し､ 又 は

販売の用 に供する｣ た め採取 ･ 加工 ･ 使用 ･ 調理 ･ 貯蔵 ･ 陳列す る こ とを

禁止す べ きであり ､ また ､ 漁民 に よ る採取自体も販売目的なの で禁止する

べ き であ っ た の に禁止 しなか っ たの で 違法で ある ､ とする ｡

ま た ､ 熊本3 次2 陣判決は ､ 次 の ように いう ｡ つ まり ､ 遅く とも､ 59 年
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1 1 月12 日 の 厚生省食品衛生調査会答申により ､ 汚染原因物質は ｢ あ る種 の

有機水銀化合物｣ で ある と特定され て い た ｡ そ して ､ そ れ以降は ､ 水俣湾

内 の魚介類は ､ 同法4 条2 号で いう ｢有毒有害物質｣ に該当し､ 国 ･ 県 に

は ､ ｢ 摂食禁止｣ の ｢ 知事告示｣ が社会的に求め られ ､ か つ ､ 同法1 7 条と

2 2 条 の 規制を行なう義務が生じて い た ､ そ して ､ 規制すれば自家 ｢ 摂食禁

止は徹底されて い た｣ と こ ろ ､ 規制 しなか っ たの で 違法である ､ とする( た

だ ､ 熊本 3 次 2 陣判決 は ､ 逆 に ､ 水俣湾内等
一

円の 魚介類 が ｢ 全 て 有毒有害物質 に

あたる｣ との 判断の で き なか っ た時期 に つ い て は ､ 同条 の 規制 はな しえ なか っ た ､

と い う｡) ｡ つ まり ､ 以上 の 2 判決は ､ 食品衛生法は発動可能で ､ か つ ､ 規

制効果 の ある規制 の権限があり ､ か つ
.

､ あ る 時期以降は ､ 国 ･ 県に規制を

発動する義務があ っ た と して い る の で ある ｡

③ 食品衛生法適用 の可否 ･ 適用 の 時期

こ の 2 判決を踏まえて ､ 関西2 審判決を検討して み る と ､ 次の よう に い

え よう ｡ 第1 に ､ 関西 2 審判決は ､ 同法 4 条 は ｢ 国 ･ 県 に告知 ( マ マ) 義

務を課した｣ もの で はな い ､ と い う ｡ しか し､ 5 7 年9 月頃の熊本県の認識

を前提とすれ ば ､ その 頃､ 既 に ､ 水俣湾で採取された魚介類は同法4 条2

号で いう. ｢ 有毒有害物質｣ で あ っ た の で はな い か (熊本県 が同法4 条 2 号の

通用 を決め ､ そ の 可否 を厚生省に照会 し､ 厚生省が ｢水俣湾特定地域の 魚介類す べ

て が有毒化 して い る とい う明らか な証拠｣ が な い と して ､ 適用不可 と･した回答で あ

る ｢水俣地方 に発生 した原因不明の 中枢神経系疾患 に とも なう行政措置に つ い て｣

< 昭和3 2 ･ 9 ･ 11 衛発59 0 号 > 参照)
(10)
｡ 第 2 に ､ 確か に ､ 法文上 ( 同法2 条

8 項但書) ､ 水産業における ｢食品の採取業｣ (漁業) は｢ 営業｣ で はなく ､

同法22 条は適用されな い が ､ それ以外 の ｢ 営業者｣ ( た とえば食品の販売

莱) に は適用 でき る ｡ ま た ､ 水産業におけ る ｢ 食品 の採取業｣ ( 漁業) の

場合でも ､ 同法4 条2 号で いう ｢有毒有害物質｣ に該当すれば ､ 販売目的

の採取は禁止され る の で はな い だろうか ｡ 第3 に ､ 確か に ､ 同法に は ､ 漁

民 の自家摂取を禁止する条文はなく ､ 自家摂取には法的効果は及ばな い ｡

しか し ､ ｢ 営業者｣ に規制すれ ば ､ 自家摂取 の 禁止が事実上徹底された こ
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とも事実である ｡ した が っ て ､ 本判決は ､ こう し た点を踏まえ ､ 食品衛生

法の適用可能性を認め ､ この点からも ､ 本件不作為の違法性の判断をする

べ き であ っ た と思われる ｡ 具体的に は ､ 上記の よう に ､ 195 7 年 9 月頃に は ､

食品衛生法 の権限は発動可能であ っ た し ､ か つ ､ 発動の 義務が生じて い た ､

と思 われ る(
l l)
｡

(ウ) 熊本県漁業調整規則 (県に つ い て)
(1 2)

本判決は ､ 県知事は ､ ｢ 国と同様の認識を有し ､ 又 は有し得る状況 にあ

っ た｣ が ､ 5 9 年12月末まで に ｢ 県漁業調整規則3 2 条に基 づく規制権限を行

使す べ き作為義務｣ があり ､ 60 年 1 月以降､ その権限を ｢行使しなか っ た

こ とが著しく合理性を欠く｣ ､ と す る ｡ その 理由は ､ 同規則は ｢水産動植

物の繁殖保護｣ を究極の 目的とするが ､ ｢ それを摂取する者の健康の保持

等｣ もその 究極 の 目的とするから ､ と い うも の である ｡

こ れ に対し､ 下級審判決で は ､ 漁業調整規則3 2 条で いう ｢有害な物｣ と

は ､ 水産資源として の 価値を損ねる影響を与える物も含むの で ､ 同規則に

もとづく除害に必要な設備の設置 ･ 変更 の命令は可能であり ､ 義務を負う

とした判決がある (京都判決 ･ 関西 2 審判決) ｡ 他方で は ､ 漁業調整規則と

その根拠であ る水産資源保護法､ したが っ て ､ 同規則3 0 条お よ び3 2 条は ､

そ もそも ､ 直接国民 の 生命 ･ 身体の安全 の保護を目的とす るも の で はな

い ､ とするも の (熊本3 次 2 陣判決 ･ 東京判決 ･ 関西 1 審判決参照) が ある ｡

本判決お よびそれ と同旨の 下級審判決の解釈が妥当で ある ､ と思 わ れ

る ｡ た だ､ 下級審判決 (京都判決 ･ 関西 2 審判決) の い う よう に ､ 同規則3 2

条の ｢ 有害なもの｣ の解釈の前提と して ､ メ チ ル水銀は ､ 高等動物の神経

系統を障害する が ､ 魚介類自体にはほとん ど作用を及ぼさな い と いう特色

をみ て お かねばならな い で あ ろう｡

( 1) 各種法令に基 づく行政指導 ( 国 ･ 県 に つ い て)

それまで の下級審判例には ､ 行政指導の不作為が個々 の 国民に対して法

的義務となる こ と はありえな い ( 関西 1 審判決 ･ 新潟 2 次判決｡ た だ ､ 新潟判

決 は ｢ 原則 と して｣ とす る ｡) とするも の か ら ､ 他 の法令 に関する不作為と
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とも に ､ 行政指導の不作為を作為義務違反とした判決 (熊本第3 次判決) ち

ある ｡ 多い の は ､ 限定的 に で はあるが ､ 行政指導が規制権限 の行使 の根拠

となりうる場合があ る こ と認め るもの の ､ 結論は否定する判決 ( 関西 2 審

判決
･ 京都判決 ･ 東京判決- た だ し､ 関西 2 審判決 は､ 法令を根拠 として 賠償責任

を認め る 以 上行政指導の不作為 に ふ れ る ま で も な い か ら判 断する 必要 が な い ､ と

し､ 京都判決 は､ そ れと とも に ､
一

定の 時期まで は行政指導不作為義務違反があ っ

たが ､ そ の 後履行され た ､
と し､ 熊本 3 次 2 陣判決は ､ 行政指導が有効適切 で なか

っ た とはま で は い え な い ､ とする ｡ ま た ､ 東京判決は ､ 本件は行政指導の作為義務

が生 じた場合 に 該当せずと し ､ ま た ､ 緊急避難的行 政行為概念も否定 した ｡) で あ

ろう ｡ 本判決は ､ 法令( 旧水質二法) を根拠と して賠償責任を認め る以上 ､

行政指導 の不作為に触れるまでもな い と した関西 2 審判決の 判旨によ るも

の と思われる ｡

( 3 ) 国 ･ 県 の責任論の理論的意義

(7) ｢ 裁量権消極的濫用論｣ の 採用

本判決は ､ い わ ゆる ｢ 裁量権消極的濫用論｣ ( 最判1 9 89 く平元 > ･ l l ･ 2 4 <

- 民集4 3 巻1 0 号11 6 9 頁 ･

判時1 33 7 号5 0 頁 ､ 誠和住研事件> ､ 同1 99 5 < 平 7 > ･

6
･

2 3 < - 民集4 9 巻 6 号1 6 0 0 頁 ､ ク ロ ロ キ ン 第 1 次訴訟 > な ど) を採用 したも の で

あ る ｡ こ れ
■
は ､ 最判198 9 ( 平元) 年11 月2 4 日 に よれ ば ､ もともと ､ 行政庁

(知事) の ｢ 処分 の選択 ､ そ の権限行使 の時期等は ､ 知事等 の専門的判断

に基 づく合理的裁量 に委ねられ て い る｣ の で ､ ｢ 具体的事情 の 下 に お い て

- 知事等に監督権限が付与された趣旨 ･ 目的等に照らし ､ その 不行使が著

しく不合理と認め られ る時でな い 限り ､ 右権限 の不行使｣ は ､ 国家賠償法

1 条1 項 の違法とはならな い ､ とす るも の であ っ た ｡ そ の後､ 最判199 5(平

7 ) 年6 月23 日も ､ こ の 理論を適用し ､ 国 の責任を否定したが ､ 筑豊 じん

肺訴訟 に 関する最判2 0 0 4 ( 平16) 年4 月2 7 日(民 集58 巻 4 号1 03 2 頁 ･ 判時1 86 0

号4 0 頁) (
13)
が ､ こ の 理論を用 い て ､ 逆 に ､ 国 の責任を認め た ｡ 本判決も ､

理論として は ､ 上 記の ような流れ に沿い つ つ ､ 結論として は ､ 筑豊 じ ん肺
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訴訟最高裁判決に沿 っ たも の であり､ 極め て画期的と評しうる ｡ た だ ､ そ

の背景として ､ 以下の(j) - 叫 に述 べ る ような判例 ･ 学説上の論争があ っ た

こ とを踏まえて おかねばならな い で あ ろう.｡

(j) ｢ 裁量収縮理論｣ の 不採用

本判決は ､
い わゆ る ｢ 裁量収縮理論｣ (東京地判1 9 7 8 < 昭53 > ･ 8

･

3 < -

判時89 9 号33 9 頁 ､ 東京ス モ ン判 決第1 審判決> ､ 熊本地 判198 7 < 昭6 2 > ･ 3 I 3 0 <

- 判時1 23 5 号 3 頁 ､ 熊本 3 次 1 陣判決 > が代表例) は不採用 であ っ た ｡ こ れ は ､

東京地判19 78 ( 昭53) 年8 月3 日 に よ れば､ もともと ､ ･ 医薬品の承認 ･ 承

認取消と い っ た行政庁 の権限行使は ､ ｢ 厚生大臣の自由裁量に委ねられ る

の を本則とする｣ が ､ 特殊例外的に ､ (壬生命
･

身体
･ 健康侵害等の結果発

生の危険､ ②行政庁の権限行使 の容易性 ､ ③規制権限の不行使の場合 の結

果発生 ､ ④危険切迫の認識または容易な認識可能性 ､ G)規制権限行使 へ の

被害者と して の社会的な期待可能性､ の 5 要件が満たされた場合､ 裁量は

収縮し ､ 行政庁の 規制権限0) ｢ 不行使は作為義務違反と して違法｣ ､ と さ

れ るもの であ る ｡ そうして ､
こう した理論は ､ 行政 に行政権限を発動する

第1 次判断権を付与する ｢行政便宜主義｣ に修正をせまる理論であり､ 具

体的事情が行政権の発動を強く要請して い る場合､ ｢ 行政裁量 の 範囲は っ

い に 零 に収縮 して｣ ､ 行政庁は不作為に と どま る自由を失う ､ と説明され

た の であ る
(1 4)
｡

(ウ) 健康権説等に よる ｢裁量収縮理論｣ 批判

と こ ろ で ､ 主 に 上記の ような食品 ･ 薬品公害訴訟判例における裁量収縮

理論 ( ひ い て は裁量権消極的濫用論) に対 して は ､ 健康権説の 立場から ､

次の ような批判が展開された ｡ すなわち ､ ｢ 国民 の生命健康に影響を及ぼ

しうる物質を国が規制する場合 ､ 国民 の 基本的権利た る生命健康を保障す

る見地から ､ 公権力 の行使 の注意義務 ･ 損害発生防止義務の僻怠の有無が

判定される べ き で ､ 業者に対する規制権限の違法性 ( 裁量権の権限混用)

をもち こむ べ き で な い｣ ､ つ まり､ 業者すなわち ｢名宛人に対する規制権

限行使の 質｣ と被害者 (国民) の ｢ 安全性確保 の た め の規制権限行使｣ と
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は質が異なり ､ 後者は ｢ 独自 の領域を構成｣ し､ 前者と同
一

範噂内で ､ 裁

量権が ｢収縮拡大する 関係に立 つ もの で はな い｣ ､
( 15)
と ｡

そ して ､ 民法学の立場か らも ､ 国賠法は民法の不法行為法の特別法であ

り ､ ｢ 行政裁量を根拠 に民法と異質な枠組みをた て る｣ べ きで は なく ､ ｢ 行

政裁量 の問題を違法性要件の 中の問題とする べ き｣ で はな い と い う観点か

ら ､ 次の ような説が有力に提唱され て い る ｡ つ まり ､ 国家賠償法 1 条 1 項

に関して ､ まず､ ①作為を命じる法規違反 (蔑束裁量処分を命じ る法規)

の 違反は ､ 民法理論の刑罰法規違反 ･ 取締法規違反な の で ､ 原則 と して違

法とし ､ 次に ､ (丑法規違反 の程度が(丑ほ どで は な い 場合は ､ 裁量的法規違

反とし､ こ の 場合早ま､ 不作為に対応する社会的プラ ス 評価 (不作為によ る

利益) と マ イ ナ ス 評価( 不作為による損失) の 総合的判断に より ､ さ らに ､

(丑直接の行政法規はな い が間接的に国民の 法益を守る目的の法規があ る ､

また は行政指導が可能な場合､ 緊急避難的行政行為とし て ､ 上記 の裁量権

収縮と類似 の 要件に より違法性を認定する ､ と い うも の であ る
(1 6)
｡
い ずれ

に せ よ ､ 行政 の自由裁量を前提としたまま で は ､ い か に裁量が収縮とす る

と い っ て も ､ 結果 と して ､ 生命 ･ 健康被害と い っ た重大な法益侵害 の防止

に つ い て ､ 国の責任が否定され る可能性があり ､ その点をとらえた的確な

批判であ っ た と い えよう ｡

( 1) ｢ 裁量権消極的混用論｣ と ｢ 裁量収縮理論｣ の 差異

と こ ろ で ､ 本判決の採用す る｢ 裁量権消極的混用論｣ と｢ 裁量収縮理論｣

の 関係はどの よう に と らえる べ きであ ろうか ｡ 有力説によれば､
一

見 ､ 両

者 は異な る よう に見え る が ､ 実は ､ 説明 の仕方にすぎず､ 前者は ､ ｢ 裁量

は存在したままその 限界を超える｣ も の で ､ 後者は ､ ｢ あ る 状況下で裁量

が収縮して 裁量が ゼ ロ にな る｣ ､ と い うも の
■
､ で あ る ､ と説明され る

(1 7)
｡

こ の 説 に よ
■

れ ば ､ 両者が共通する の は ､ 行政庁に規制権限を付与する場合 ､

い か な る状況下 でも ､ ｢ 権 限を発動しな い 自由を行政庁に付与｣ する趣旨

で はな い ｡ それ で は ､ ｢ 行政庁 に よ る窓意に よ る必要な規制が行われな い

こ と｣ を容認する こ と に つ なが る ｡ ｢ 生命身体等の重要な法益を保護する
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規制権限の 場合｣ はその ような趣旨で はな い ｡ そこ で ､ 結局 ､ ①被侵害利益

の 重要性､ ②予見可能性の存在､ ③結果回避義務可能性 の存在､ ④期待可

能性の存在､ と いう要件をた て て ､ その 総合により違法性 の有無を判断す

る べ きだ ､ と い う の が結論である ｡ こ の 説 に よれ ば ､ 先 の東京ス モ ン判決

第1 審判決 の 5 要件論に比 べ て ､ 行政権限の発動要件がかなり緩和され て

い る と思われ る ｡ い ずれ にせ よ ､ 本判決を理解する に は ､ 大要 に お い て ､ 以

上 の ような判例 ･ 学説上 の論争があ っ た点を踏まえておく必要があろう ｡

( 4 ) ｢ 除斥期間｣ に 関 して

(7) 本判決の判断

本判決は ､ 患者 7 名 に つ い て ､ 除斥期間が経過したとす る原判決の判断

を維持した ｡ こ こ で は ､ 本判決 の除斥期間の判断に つ い て ､ そ の 内容およ

び理由を少し検討して み よう｡ つ まり ､ 本判決は ､ 民法724 条後段 の20 年

と いう期間を除斥期間と理解し､ その 起算点の ｢ 不法行為ノ時｣ を ､
一 般

的 に は ｢ 加害行為 の 時｣ とす る ｡ しか し ､ ｢ 身体に蓄積する物質が原因 で

人の健康が害される こ と に よる損害｣ や ､ ｢ 一 定の
■
潜伏期間が経過した後

に症状が現れる疾病に よ る損害｣ の 場合 に は ､ 起算点は ､ ｢ 当該損害 の全

部又は
一

部が発生 した時｣ で ある ､ とする ｡ そ の 理由は ､ 損害発生を待た

ずに除斥期間が進行する こ と は被害者に と っ て著しく酷だ し､ 加害者も相

当の期間が経過 し ､ 損害が発生 した後は損害賠償請求を予期す べ き で あ

る ､ からである ｡ そ の 上 で ､ 本判決は ､ 本件患者らが転居した時点が ｢加

害行為の終了｣ 時だが ､ ｢ 遅発性水俣痛｣ の場合 ､ ｢ 水俣湾又はその周辺海

域 の 魚介類 の摂取を中止 して か ら 4 年以内｣ に 症状が現れるから､ ｢ 転居

か ら遅くとも 4 年を経過した時点｣ が起算点となる ｡

他方 で ､ 本判決 は ､ 原判決と異なり ､ 19 5 9 ( 昭34) 年12 月末以前に転居

した患者8 名 の損害は ､ Y 2 ･ Y 3 の 不作為と の因果関係がな い ､ とす る

判断を示した ｡ 具体的には ､ 原判決で は ､ 比較的早期に公害健康被害補償

法の認定申請 (｢ 権利の保存行為｣) をし た 4 名は ､ 除斥期間は未経過とさ

れたも の の ､ 本判決は こ の 点に つ い て触れず､ 全員196 0 ( 昭3 5) 年12 月末



法政理論第3 9 巻第 1 号 ( 2 0 06 年) 23 5

ま で に 転居 して い る の で ､ Y 2 ･ Y 3 の 不作為と の 因果関係はな い ､ と し

た ｡ とする と ､
一

般 的に ､ 本件 の ような水俣地域か ら他地域に転居した患

者は ､ 196 0 年 1 月 以降に転居し ､ か つ ､ 転居 から 4 年後を起算点 (196 4 年

1 月)･ と して ､ 2 0 年が経過 ( 19 8 4 年 1 月) ま で に提訴すれば国家賠償請求

は認容され る が ､ それ以降の提訴の 場合は請求棄却と いう こ と にな る ｡

(J) 本判決 の検討

① 民法72 4 条後段 の2 0 年の 意味

第1 に検討す べ きは ､ 民法72 4 条後段 の20 年 は ｢ 除斥期間｣ で ある か ､

で ある ｡ 通説 ･ 判例 は ､ こ れ を除斥期間と解して おり
(18)

､ 本判決も､ それ

に従 っ たも の で ある ｡ しか し ､ 最近の学説には変化が見られ ､ 特 に､ 除斥

期間説に立 つ 最判198 9 ( 平元) 年12 月2 1 日
(1 9)以来かえ っ て ､ ｢ 消滅時効｣

と理解する学説が優勢である ､ と指摘され て い る
(20)
｡ 私もそ の と おり であ

ると考えるが ､ その 理由として ､ 次 の よう に い える の で はな い だろうか ｡

すな わち ､ 本判決が依拠する上記198 9 年最高裁判決は ､ こ の20 年 の 期間制

限を除斥期間とする理由に つ い て ､ 3 年間 の 消滅時効と異なり ､ ｢ 被害者

の認識 の い か んを問わず､
一

定の時の経過 に よ っ て法律関係を確定さ せ る

ため の請求権の存続期間を画
一

的に定めたも の｣ ､ とす る ｡ しか しながら､

加害行為の のち ､ 長期間の の ち に損害が発生する場合 ､ 法律関係は画
一

的

に確定できな い ｡ 仮 に除斥期間説にた つ と ､
■
損害賠償請求権の成立前に時

効が進行する可能性がある ｡ つ まり ､ 加害行為後20 年を経て損害が発生す

る場合､ 損害賠償請求権が発生しな い こ と にな る が ､ こ れ は不合理 であろ

う ｡ こう し た こ と か ら ､ 民法724 条後段も前段と同様 ､ 消滅時効期間と解

する見解には非常に説得力がある
(21)
｡ そして ､ 本件は ､ 長期間の のち に損

害が発生す る場合と同様 の事情がある の で はな い か ､ と思 われ る が ､ そ の

点は後述する ｡

(参 2 0 年の期間制限 の起算点

第2 に ､ 問題 となる の は ､ 民法7 24 条後段の20 年の 起算点である ｢ 不法

行為ノ時｣ の 理解の仕方で ある ｡ こ の 点に つ い て は ､ 従来から ､ 加害行為
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時説 と損害発生時説とがあ っ た ｡ 従来､ 最高裁判決には こ の点の判断はな

く ､ 下級審判例 の多くは前者(
22)
とされ て い たが ､ 次第に ､ 後者の 立場に立

つ 判例
(23)
が多くなり ､ 学説 にお い て も ､ ｢ 長期間加害行為が継続しそ の経

過後に損害が顕在化する不法行為｣ に あ っ て は ､ 損害発生時をも っ て 起算

点とす る べ き であるとする見解が有力とな っ て い た(
2 4)
｡ と こ ろ が ､ 本判決

の 直前に出された最三判200 4 < 平16 > ･ 4 ･ 2 7
(25)
は ､ じん肺などの蓄積進

行性 の健康被害の ような ｢ 加害行為の性質上 ､ 加害行為が終了して か ら相

当 の期間が経過した後に損害が発生する場合に は ､ 当該損害の全部又は 一

部が発生 した時｣ が起算であると して ､ 除斥期間の起算点に つ き損害発生

時説をとる こ とを明らか に した ｡ 本判決は ､ じ ん肺と水俣病とを同様とみ

て ､ 上記2 00 4 年判決と同様 の損害発生時説に た っ た が ､

一

般論と して は妥

当と い え よう
(26)
｡ ちなみ に ､ 製造物責任法5 条2 項は ､ ｢ 身体 に蓄積 した

場合に人の健康を害する こ とと とな る物質に よる損害又は
一

定の潜伏期間

が経過 した後に症状が現れ る損害に つ い て は ､ そ の 損害が生じた時から起

算する｣ (損害発生時説と同様) とするが ､ 参考になる ｡

(彰 遅発性水俣病と継続損害

第3 に ､ 本判決が ､ 遅くとも転居後4 年後に遅発性水俣病が発生する と

し ､ こ れを い わば ｢ 固定的な｣ 起算点とする点は どうか ｡ 水俣病は発生 し

ても ､
一

般 に ､ 病気の初期段階以外は ､ 水銀の対外排出は困難 で ､ 有効な

治療方法がなく ､ 村症療法 ･ リ ハ ビリ療法が治療の 中心 で ある
(27)
｡ したが

っ て ､ 仮 に転居後4 年以内に遅発性水俣病が発生 し ても ､ それ は損害の
一

部に過 ぎな い ｡ ま た ､ それ以降も患者が生存し続ける限り ､ 損害が継続し ､

患者の死亡時に初め て損害の全部が確定する ､ と い えよう ｡ そう いう意味

で は ､ 本判決が ､ 継続的損害を前提とす る限り ､ ｢ 当該損害 の全部又は
一

部が発生 した時｣ を起算点とする の は実態に合致しな い ｡ した が っ て ､ ｢ 当

該損害 の全部又 は
一

部が発生 した時｣ で はなく ､ ｢ 当該損害 の全部が発生

した時｣ を起算点とす る べ き であ ろう ｡

この ように見 てくる と ､ 本判決が想定する遅発性水俣病 の理論的な発生
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可能期間 ( 4 年間) 内に遅発性水俣病が発生した場合には ､ こ の 期間の経

過 の有無にかかわらず､ 損害の全部が確定する とき ､ すなわち死亡時まで

は2 0 年 の期間制限は進行しな い ､ とする の が妥当で ある
(28)
｡ さ ら に､ 上 記

4 年間経過後､ こ の 想定に反して ､ 万 が
一

､ 遅発性水俣病が発症 したが提

訴せず20 年間が経過 した ( 19 8 4 年 1 月) と して も ､ 提訴時に現 に損害が継

続して い れ ば ､ 2 0 年の 期間制限は進行しな い ､ と考える べ き である ｡ とす

る と ､ 本判決により ､ 転居 の後4 年後､ 提訴まで20 年以上 が経過 し､ 除斥

期間が経過 したとされ る 7 名 に つ い て は ､ 提訴時点(早 い 者で198 5 年 5 月 ､

遅 い 者で19 88 年 2 月) で損害が継続して お れば ､ 2 0 年の 期間制限は経過し

な い と解すべ き である ｡

④ ｢ 因果関係｣ そ の他

最後に ､ 本判決によれば､ 1 9 5 9 ( 昭34) 年12月末以前に転居 した8 名の

損害は ､ Y 2
･ Y 3 の 不作為との因果関係がな い ｡

.
しか し､ 私見 によれ ば､

上 記 の よう に ､ 1 9 5 7 年 9 月 頃に は ､ 食品衛生法 の権限は発動可能であ っ た

し､ か つ ､ 発動 の 義務が生 じて い た ､ と思 わ れ る ( 上 記( 2 )(j)③参照) ｡

仮にそう解するなら ､ 1 9 5 9 年末以前に転居した者と の因果関係は否定され

な い ｡ ただ ､ そ の 場合には ､ 19 5 7 年 9 月 以前 の転居者と の 因果関係の 問題

は生じ る であろう ｡

なお ､ 本判決後､ 水俣湾等の周辺居住者により ､ 新た に国家賠償請求訴

訟が提訴され て い る ｡ こう した訴訟と除斥期間の起算点を原告転居時(｢ 魚

介類接取終了時｣) 後4 年とする本判決 の 関係は どうで あろうか ｡ つ まり ､

チ ッ ソ 水俣工場 で の ア セ ト ア ル デ ヒ ド生産は ､ 1 9 6 8 年 5 月 をも っ て ようや

く停止し (｢ 加害行為終了｣) ､ 同年9 月 に は ､ 政府が熊本水俣病の原因は

チ ッ ソ 水俣工場 で あ る と し ､ ｢ 公害病｣ 認定を した ｡ こう し た水俣湾等 の

周辺居住者の 場合には ､ 転居者と同様に ｢魚介類摂取終了時｣ を論じ るわ

けには い かな い であろう ｡ そ して ､ そ もそも ､ 本件の ような事件で ､ 消滅

時効や 除斥期間を援用する こ と当否自体が問題 とされ ねばならな い ｡ 現

に ､ 京都判決は ､ ｢ 補償問題な どの 経過を熟知し｣ ､ ｢ 国民 の福利増進 の責
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務を有する｣ 国 ･ 県が ､ 除斥期間 の経過 の主張をする こ とは ｢ 著しく信義

に反｣ し､ ｢ 除斥期間が経過して｣ も ､ こ れ を主張する こと は ｢権利の 混

用｣ で ある ､ とする
(2 9)
が ､ 妥当であると思われ る ｡
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< 注 >

( 1 ) 本判決に 関する判例評釈ま た は論文等と して は ､
以下 の もの があ る ｡ 淡路

剛久
･ ジ ュ リ ス ト1 2 7 9 号2 ペ ー ジ (2 0 04 年11 月) ､ 淡路剛久 ･

環境 と公害34 巻

3 号53 ペ
ー ジ ( 2 00 5 年 1 月) ､ 永 嶋里 枝 ･ 法 学 セ ミ ナ ー

5 0 巻 2 号6 0 ペ
ー ジ

( 20 0 5 年 2 月) ､ 長谷川 浩 二 ･ ジ ュ リ ス ト12 8 6 号11 1 ペ
ー ジ (2 0 05 年 3 月) ､

磯部哲 ･ 法令解説資料総覧2 80 号1 13 ペ ー ジ (2 0 05 年 5 月) ､ 江原勲 - 北原 昌

文
･

判例地 方自治2 64 号 4 ペ ー ジ ( 2 0 05 年 6 月) ､ 吉村良
一

･

民商法雑誌1 32

巻 3 号11 4 ペ ー ジ (20 05 年 6 月) ､ 西村淑子 ･ 法律の ひ ろ ば5 8 巻 7 号6 2 ペ ー ジ

(2 0 0 5 年 7 月) ､ 田 上 富 信 ･ 判例 時報1 8 91 号 (判 例 評 論55 7 号) 1 9 5 ペ ー ジ

(2 0 0 5 年 7 月) ､ 小野田学 ･

環境 と公害3 5 巻 2 号< 特集 ･ 水俣病 問題 は終 わ

っ て い な い - あ らた め て解決 - 前進を求 め る > 1 8 ペ ー ジ ( 20 0 5 年10 月) ｡ な

お ､ 以 上 同様､ 以 下 の 注 ( 2 ) - ( 7 ) は､ 判例の 評釈ま た は論文名は略 し

て ､ 著者､ 掲載誌名､ 巻 ･

号 ､ ペ
ー ジ､ 発行年等の み を記載する ｡ ま た ､ 本

評釈 の 国 ･

県の 責任 の 部分 に 関して は､ 判例集 の 出典と判決
･ 法令 へ の コ メ

ン ト等は､ 原則 と して ､ 本文中に小さ な文字で 記すもの とする ｡

( 2 ) 同 2 審判 決~に つ い て は ､ 越 智敏 裕 ･ 自 治研 究8 0 巻 3 号14 7 ペ ー ジ ( 2 00 4

年) ､ 黒川哲志 ･

環境法研究2 9 号65 ペ ー ジ ( 2 00 4 年) ､ 北村和生 ･ 法学教室2 5

3 号1 1 8 ペ ー ジ (2 0 01 年) ､ 大杉麻美 ･ 環境法研究28 号1 49 ペ ー ジ ( 2 00 3 年)

な ど｡ なお ､ 同 1 審判決 に つ い て は ､ 浅野直人 ･ 法律 の ひ ろ ば48 巻 4 号40 ペ

ー ジ ( 19 9 5 年) ｡

( 3 ) 潮海 一 雄 ･ 淡路剛久 ･ 阿部泰隆 ･ 新美育文 ･ ジ ュ リ ス ト88 9 号 4 ペ ー ジ以

下 ､ 平岡久 ･ 法学教室84 号8 0 ペ ー ジ ､ 沢井裕 ･ 保木本
一

郎 ･ 法律時報59 巻 8

号7 6 ペ ー ジ以 下 ､ 保木本
一

郎 ･ 法律時報59 巻 9 号70 ペ ー ジ､ 吉村 良
一

･ 公害

研究1 7 巻 1 号4 7 ペ ー ジな ど｡

( 4 ) 阿部泰隆 ･ 環境 と公害2 2 巻 1 号6 1 ペ ー ジ
､ 加藤

一

郎 ･ 森嶋昭夫 ･ 新美育文

･ 浅野直人 ･ 野村好弘 ･ 判例タ イ ム ズ78 2 号(特集 ･ 水俣病訴訟をめ ぐっ て)

6 5 ペ
ー ジ以 下 ､ 宇賀克也 ･ ジ ュ リ ス ト10 0 1 号8 6 ペ

ー ジ ､ 西埜章 ･ 判例時報1 42 4

( 判例評論4 03) 号14 8 ペ ー ジ ､ 稲葉馨 ･

法学教室14 4 号1 0 8 ペ ー ジ ､ 新美育文

･ ジ ュ リ ス ト10 0 1 号79 ペ
ー ジ ､ 山中優

-
･ 河村吉晃

･

佐相浩之
･

岩屋総
一

郎

･ 佐久間正和 ･ 法律の ひ ろ ば (特集 ･ 東京水俣病 ･ 新潟水俣病判決) 4 5 巻1 1

号 4 ペ ー ジ以下 ､ 潮海
一

雄 ･ 環境法判例百選6 6 ペ ー ジな ど｡

( 5 ) 新美育文 ･ ジ ュ リ ス ト1 0 01 号79 ペ
ー ジ ､ 坂東克彦

･ 公害研究1 5 巻 2 号3 6 ペ

ー ジ ､ 藤村和夫 ･ 環境法研究2 1 号29 0 ペ ー ジ ､ 山中優
-

･ 河村吉晃 ･ 佐相浩

之 ･ 岩屋総 一 郎 ･ 佐久間正和 ･ 法律の ひ ろ ば (特集 ･ 東京水俣病 ･ 新潟水俣

病判決) 4 5 巻1 1 号 4 ペ ー ジ ､ 梶哲教 ･

環境法判例百選ケ6 ペ ー ジ な ど｡

( 6 ) 藤村和夫 ･ 判例地方自治12 4 号9 9 ペ ー ジ､ 稲葉馨 ･ 環境法判例 百選6 2 ペ -

i= L I
L l

ン
′

｡
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( 7 ) 字賀克也 ･ 判例時報14 8 8 ( 判例評論4 24) 号18 5 ペ ー ジ ｡

( 8 ) 1 9 96 年の 和解 に つ い て は､ 小島敏郎｢水俣病問題の 政治解決｣ ･ 豊田誠｢ 水

俣病問題の 解決 をめ ぐ っ て｣ ( ジ ュ リ ス ト1 088 号 5 ペ ー ジ以 下 ､ 199 6 年) が

ある ｡ なお ､ そ れまで の水俣病判例 に つ い て は ､ 大塚直 ｢ 水俣病判決の 総合

的検討 ( そ の - ) ｣ - 同 ｢ 水俣病判決 の 総合的検討 ( そ の 五)｣ ( ジ ュ リ ス ト

10 8 8 号21 ペ
ー ジ ･ 1 09 0 号8 1 ペ

ー ジ ･ 1 09 3 号1 01 ペ
ー ジ ･

10 9 4 号1 0 9 ペ
ー ジ ･

10 9 7

号76 ペ
ー ジ ､ 以上19 96 年) があ る ｡

( 9 ) 水質保全法第5 条 ①経済企画庁長官は ､ 公共用水城 のう ち ､ 当該水域の

水質の 汚濁が原因 とな っ て関係産業 に相当な損害が生 じ ､ 若しく は公衆衛生

上看過 し難 い 影響が生 じて い るもの 又はそれ らの お それ の ある もの を ､ 水域

を限 っ て ､ 指定水域と して指定する ｡ (令経済企 画庁長官は ､ 指定水城を指定

する ときは ､ 当該指定水域 に係る水質基準 を定め なければ なら な い ｡ (参前項

の 水質基準 は ､ 第
一

項の 指定の 要件とな っ た事実を除去 し又 は 防止する ため

に必要な程度を こえな い も の で なけれ ば ならな い ｡

( 1 0) 清水誠 ･ 宮本憲 一
･ 淡路剛久監修/ 水俣病被害者 ･ 弁護団全 国連絡会議編

｢水俣病裁判史全史 第2 巻 責任編｣ (1 99 9 年) 4 1 3 ペ ー ジ ｡

( l l) 津 田敏秀 ｢食中毒事件と して の 水俣病事件｣ (環境 と公害3 3 巻 3 号6 3 ペ ー

ジ以 下 ､ 20 0 4 年) は ､ 水俣病事件が , 食中毒事件で ある こ とを強調する ｡

( 12) 熊本県漁業調整規則第30条 (丑知事は ､ 漁業調整そ の他公益上必要があ る

と認める ときは ､ 許可 の 内容を変更し ､ 若しく は制限 し､ 操業を停止 し ､ 又

は当該許可 を取消す こ とが で き る ( 以下 略) ｡ 第3 2 条 (丑イ可人も ､ 水産動植

物の繁殖保護 に有害なもの を遺棄 し､ 又 は排せ つ する虞があ るもの を放置 し

て はな らな い ｡ ②知事は ､ 前項の規定に 違反する者が あ る とき は ､ その 者 に

対 して 除害に必要な設備の 設置を命じ ､ 又 は既 に設けた除害設備の 変更を命

ずる こ とが でき る ｡

( 13) こ の 判決 に 関する評釈等 として は ､ 良永禰太郎 ･ 法律時報7 8 巻 1 号79 ペ ー ジ

以下 ､ 下 山憲治
･

法学セ ミ ナ
ー

50 巻 9 号1 2 7 ペ
ー ジ ､ 石松勉

･

銀行法務2 1

4 9 巻 9 巻7 2 ペ
ー ジ以下 ､ 山本隆司 . 金 山直樹 . 法学協会雑誌1 2 2 巻 6 号1 0 93

ペ ー ジ以下 ､ 新谷異人 ･ 日本労働法学会誌1 0 5 号14 9 ペ
ー ジ以下 ､ 高橋異 ･ 判

例評論5 53 ( 判例時報18 79) 号19 9 ペ ー ジ以 下 ､ 馬奈木昭雄 ･ 法学セ ミ ナ ー

50

巻 1 号54 ペ
ー ジ以 下 ､ 北村和生 ･ 月刊法学教室2 90 号1 2 6 ペ ー ジ以 下 ､ 宮坂昌

利 ･ ジ ュ リ ス ト1 2 7 9 号14 0 ペ
ー ジ以 下 ､ 原 田剛 ･ 法学セ ミナ

ー

4 9 巻1 0 号1 1 6 ペ

ー ジ､ 青木亮
･ 法律 の ひ ろ ば5 7巻1 0 号6 4 ペ ー ジ以 下 ､ 森稔樹 ･

法令解説資料

総覧2 72 号1 4 9 ペ ー ジ以下 な どが ある ｡

(14) 原 田尚彦 ｢ 行政責任と国民の 権利｣ ( 弘文堂 ､ 1 9 79 年) 9 8 - 99 頁｡

(1 5) 下山瑛二 ｢ 食品 ･ 薬品公害と国の 責任｣ ( 岩波書店 ､ 1 9 7 9 年) 24 2 ペ ー ジお

よ び2 6 5 ペ ー ジ｡ 同様 の 見解と して ､ 佐藤英善 ｢食品 ･ 薬品公害をめ ぐる 国



法政理論第3 9 巻第 1 号 (2 0 0 6 年) 2 4 1

の 責任 2 ｣ 法律時報51 巻 7 号 (1 9 7 9年) 76 -

7 7 ペ
ー ジ､ 三橋良士明 ｢ 不作為

に かか わる 賠償責任｣ (｢ 現代行政 法体系｣ 第6 巻 < 有斐閣､ 19 8 3 年 > 1 72 ペ

ー ジ参照｡

(1 6) 淡路剛久 ｢公害 に対す る行政の 損害賠償責任と そ の 性質 一 水俣病事件を中

心 に｣ (森嶋還暦記念｢不法行為法 の 現代的課題と展 開｣ < 日本評論社 ､ 1 9 9 5

年> ｡ 淡路説は沢井裕｢ 国の 責任の 類型的考察｣ < 公害弁護団連絡会議編｢公

害と国の責任｣ < 日本評論社 ､ 19 8 2 年 > 53 ペ ー ジ以下 に依拠 して い る ｡ なお ､

阿部泰隆 ｢ 国家補償法｣ < 有斐閣､ 1 98 8 年> 1 90 頁 は ､ 淡路説 (｢ 公害 ･ 環境

問題 と法理論
一

最近の公害
･

環境訴訟 を中心 に ( そ の 三)｣ ( ジ ュ リ83 5 号12 4

頁以 下) に村 し ､ 民法の 不法行為は ､ 二面関係が基本 で あり ､ 三面関係 (加

害者
･

行政 ･ 被 害者) に は妥当 しな い か ら ､ ｢ 一

緒 に議論す る わ けには い か

な い｣ とする ｡ 他方で ､ 裁量収縮理論 の 功績を承認 しつ つ ､ 事案に応 じて そ

の 要件を緩和すべ きで あ る ､ と主張する ｡ つ ま り､ ｢ 国民 の 生命 ･ 健康に対

する 重大な危険があ る程度具体的に予見される｣ 場合 に ､ 危険の ｢切迫｣ な

り ､ ｢容易｣ な危険 の 認識可能性が なけれ ば裁量は収縮 しな い とは ならな い ､

と｡ 確か に ､ 裁量収縮理論 の 枠組み を維持 したま ま で収縮要件を緩和 した場

合で も､ 健康権説の 主張は部分的 に は達成しうる ｡

(1 7) 宇賀克也 ｢国家賠償法｣ ( 有斐閣､ 1 9 9 7 年) 1 5 9 - 16 6 頁 ｡

(1 8) 通説 で ある こ と に つ い て は ､ 平井宣雄 ｢債権各論Ⅱ不法行為｣ (有斐閣､

19 9 2 年) 1 70 ペ ー ジお よ び四宮和夫 ｢ 事務管理 ･

不当利得 ･

不法行為 ( 下)｣

(青林書院､ 1 98 5 年) 65 1 ペ ー ジ参照 ｡ 判例 に つ い て は ､ 最判1 98 9 ( 平元)

年1 2 月2 1 日 ( 民集4 3 巻1 2 号22 0 9 ペ ー ジ) 参照 ｡ なお ､ 加藤 一

郎｢ 不法行為(増

補版)｣ (有斐閣､ 1 97 4 年) 2 65 ペ
ー

ジは ､ 除斥期 間で も ､ 継続的不法行為 に

つ い て は ､ ｢ それ ぞれの 損害の 発生 した時か ら起算すべ｣ し ､ とする ｡

(1 9) 民集4 3 巻1 2 号22 0 9 ペ ー ジ( 不発弾爆発2 8 年後提訴事件) ｡ 同最高裁判決は ､

72 4 条後段の2 0 年の ｢長期消滅時効｣ ま た は ｢ 除斥期間｣ の 援用 を ｢信義則｣

に反 し ､ ｢ 権利 の 混用｣ と して 許され な い と した原判決を破棄自判 したも の

で ある ｡

(20) 松久三 四彦 ｢第 9 章 消滅時効｣ ( 山田早生編 ｢ 新 ･ 現代損害賠償法講座

第1 巻 総論｣ ( 日本評論社 ､ 1 99 7 年) 28 6 ペ ー ジ｡ 時効期間説 と して は ､

松久前掲の ほか ､ 内地慶四郎 ｢不法行為によ る損害賠償請求権の 時効起算点
一

被害者 にお ける 認識の 原理 とそ の 限界｣ ( 法学研究4 4 巻 3 号 < 慶応大学､

1 9 71 年> 1 56 ペ ー ジ - 内地 ｢ 不法行為責任 の 消滅時効｣ < 成文堂､ 1 99 3 年 >

53 ペ
ー

ジ) ､ 校本克美 ｢時効と正義｣ ( 日本評論社 ､ 2q O 2 年 > 2 2 6 ペ
ー ジが あ

る ｡

( 21) 基本的 に は ､ 内地前掲注 (2 0) ｢ 法学研究4 4 巻 3 号｣ 1 58 - 9 ペ
ー ジ の 見解

(2 0 年時効説) によ る ｡ も っ とも ､ 松久前掲288 ペ ⊥ ジは ､ 72 4 条後段の20 年
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を消滅時効と解す る説に立 ちつ つ も ､ 同条前段 によ る消滅時効が い つ ま でも

開始しな い 場合に備えて ､ 損害が発生･した場合は ､ 加害行為の 時から18 年目

を起算点と したも の と理解する ｡

(2 2) 代表的なも の と して ､ 第三者 に よ る取得時効 に よる損害賠償請求権の 成否

に 関す る 東京高判19 78 ( 昭53) 年1 2 月18 日 ( 訴務月報2 5 巻 4 号956 ペ
ー ジ)

が挙げられ る ｡

( 23) 常磐じん肺訴訟 に関する福島地 い わき支判1 9 90 (平 2 ) 年2 月2 8 日 ( 判例

時報1 3 44 号1 0 3 ペ ー ジ) 参照｡ なお ､ 六価 ク ロ ム 労災訴訟 に 関する 東京地判

1 9 81 ( 昭5 6) 年 9 月28 日 ( 判例時報1 0 17 号3 4 ペ ー ジ) も ､ 限定つ きで あるが ､

損害発生 時説で ある ｡

(2 4) 平井前掲1 7 0 ペ
ー ジ < ただ し ､ 平井説 は ､ 原則 ｢加害行為時｣ に対す る例

外として 位置付けて い る > に よ る ｡ 古くは ､ 上記東京地判1 98 1 ( 昭5 6) 年 9

月2 8 日 に関する新美育文 ｢ク ロ ム 職業病判決の 因果関係論と時効論｣ ( ジ ュ

リ ス ト7 5 8 号 ､ 1 9 82 年) 79 ペ ー ジを参照さ れた い ｡ ま た ､ 四宮前掲6 51 ペ ー ジ

は､ ｢ 不法行為要件充足時｣ とする が ､ 結局 は ｢損害発生 時｣ 説と同
一

に 棉

する ､ とする の で 同旨で あろう｡

( 2 5) 荏 (1 3) 参照 ｡

( 2 6) 吉村前掲4 03 ペ
ー ジは

､ 本判決 を含 め た最高裁判決 の 判 旨は､ 2 0 年の期間

制限を ､ 民法1 66 条 1 項の｢ 権利行使 が可能で ある 時を原則的起算点と した｣

｢消滅時効｣ と考える ことが素直で ある ､ と して い る ｡ なお ､ 内地慶四郎｢不

法行為の 時効起算点とそ の原理 的課題｣ ( 法学研究64 巻1 2 号 < 慶応大学､ 1 99 1

年 > - 内地 ｢ 不法行為責任 の 消滅時効｣ < 成文堂､ 19 93 年> 3 21 ペ
ー ジも ､

損害発生 時に 立 ちなが ら ､ 起算点を｢ 権利行使の 可 能性｣ があ っ た時とする ｡

(2 7) 新潟県編 ｢ 新潟水俣病の あらま し｣ (20 0 2 年) 1 7 ペ
ー ジ｡

(28) 松本克美前掲2 7 1 - 2 ペ
ー ジ は､ 民法1 66 条 1 項 の ｢ 権利行使可能性｣ ( 起

算点) の 解釈 と して ､ また ､ お そ らく民法72 4 条後段 の 解釈と して も死亡 時

説 を採用す る ｡ なお ､ 筑豊 じん 肺訴訟控訴審判決 (判例時報1 7 85 号1 61 ペ ー

ジ) は ､ 民法1 6 7 条 1 項 の1 0 年間の 消滅時効 の 起算点 に つ い て ､ 死亡 時説を

採用する ｡

(2 9) 判例時報1 4 76 号1 12 ペ
ー ジ ｡ なお ､ 関西 1 審判決 は ､ 国

･ 県に よ る 除斥期

間の 援用 を 一

部原告に つ い て肯定して い た ｡ 他方､ 国 ･ 県の 責任を否定した

東京判決は ､
■
チ ッ ソ に つ い て ､ チ ッ ソ が 除斥期間を援用 しな い こ とはそ の 利

益 の 放棄 に あたる と して い る ｡

(2 00 6 年 6 月12 日脱稿)




